








その他のタイトル Changes in the Consciousness of
Intergenerational Disparities in Contemporary













































































図表 1 分析対象の調査の概要 
 



































【実施期間】2010 年 9 月 6 日～8 日 
【調査対象および標本抽出】インターネットを利用したウェブ調査。全国の成人が対象で，インタ
ーネット調査専門会社マクロミルに登録している 20 歳以上のモニタより，性別（男性/女性）・年
齢（20 代・30 代・40 代・50 代・60 代以上）・居住地域（北海道/東北/関東/中部/近畿/中国/四国/
九州）ごとに日本の総人口に比例した人口構成比で計 2,000 名を抽出 
【調査内容】回答者の基本属性，就業状況，家庭状況，共生社会に関する認識と態度，高齢者・障





【実施期間】2014 年 1 月 10 日～13 日 
【調査対象および標本抽出】【調査内容】2010 年調査と同様 
Q 現在 65 歳以上の高齢者世代の現在の経済生活と，あなたご自身の世代の現在の経済生活を比較
したとき，あなたは次の意見のうち，どの意見に賛成しますか。（中略）なお，あなたご自身が現









図表 3 世代間格差認識の変化（2010 年と 2014 年の比較） 
 











 本稿では，図表 1 に概要を示す 2 つの調査




















図表 3 が結果である。2010 年から 2014 年の間
に，「高齢者のほうが恵まれている」は 28.2%
から 38.2%へと 10.0 ポイント増加し，逆に「個
人間格差のほうが大きい」は 62.8%から 53.0%





















2010年(N =2000) 563 (28.2%) 105 (5.3%) 1256 (62.8%) 76 (3.8%)






20代(N =364) 103 (28.3%) 197 (54.1%)
30代(N =433) 145 (33.5%) 250 (57.7%)
40代(N =373) 108 (29.0%) 239 (64.1%)
50代(N =451) 125 (27.7%) 302 (67.0%)
60代以上(N =379) 82 (21.6%) 268 (70.7%)
20代(N =325) 150 (46.2%) 128 (39.4%)
30代(N =433) 197 (45.5%) 185 (42.7%)
40代(N =404) 161 (39.9%) 206 (51.0%)
50代(N =396) 150 (37.9%) 229 (57.8%)




























図表 4 に，5 つの群に分けた年齢と世代間格差
認識のクロス集計結果を示す。2010 年では，「高
齢者のほうが恵まれている」は 30 代の 33.5%
が最高で，年齢による明瞭な差は表れていなか
った。しかし 2014 年になると，20 代で 17.9
ポイント，30 代で 12.0 ポイントの増加がみら



























200万円未満(N =77) 25 (32.5%) 36 (46.8%) (N =66) 14 (21.2%) 41 (62.1%)
200万円～400万円未満(N =215) 63 (29.3%) 129 (60.0%) (N =127) 34 (26.8%) 83 (65.4%)
400万円～600万円未満(N =234) 65 (27.8%) 138 (59.0%) (N =178) 59 (33.1%) 107 (60.1%)
600万円～1000万円未満(N =199) 67 (33.7%) 108 (54.3%) (N =298) 87 (29.2%) 200 (67.1%)
1000万円以上(N =72) 28 (38.9%) 36 (50.0%) (N =155) 39 (25.2%) 110 (71.0)
200万円未満(N =96) 38 (39.6%) 36 (37.5%) (N =65) 21 (32.3%) 40 (61.5%)
200万円～400万円未満(N =214) 97 (45.3%) 90 (42.1%) (N =156) 54 (34.6%) 92 (59.0%)
400万円～600万円未満(N =222) 105 (47.3%) 95 (42.8%) (N =186) 69 (37.1%) 103 (55.4%)
600万円～1000万円未満(N =170) 76 (44.7%) 73 (42.9%) (N =270) 114 (42.2%) 142 (52.6%)




図表 6 世帯収入の分布 








































行い，2010 年と 2014 年を比較する（３．３．）。 
 




し，20・30 代と 40・50 代で変化の傾向に違い
があるのかをみていこう。 
まず，世帯収入との関連を 20・30 代と 40・







年になり，200 万円～400 万円未満，400 万円
～600 万円未満，1000 万円以上の 3 つの群で増
加が著しくなっていた（それぞれ，16.0 ポイン
ト，19.5 ポイント，16.5 ポイントの増加）。一




これが 2014 年では，600 万円～1000 万円未満
で 13.0 ポイントあがって 42.2%，1000 万円以
上で 17.9 ポイントあがって 43.1%というよう
に，収入が高い群で際立った変化を示した。 




















表 7 である。20・30 代の場合，2010 年は「働
いている」の 33.5%，「働いていない」の 24.5%
が「高齢者のほうが恵まれている」を選択した。
























働いている(N =585) 196 (33.5%) 311 (53.2%) (N =589) 189 (32.1%) 365 (62.0%)
働いていない(N =212) 52 (24.5%) 136 (64.2%) (N =235) 44 (18.7%) 176 (74.9%)
働いている(N =540) 245 (45.4%) 222 (41.1%) (N =582) 231 (39.7%) 309 (53.1%)

















































































実績をあげた人ほど多く(N =270) 89 (33.0%) 153 (56.7%) (N =252) 88 (34.9%) 156 (61.9%)
努力した人ほど多く(N =360) 108 (30.0%) 202 (56.1%) (N =388) 91 (23.5%) 271 (69.8%)
必要としている人が必要なだけ(N =101) 35 (34.7%) 54 (53.5%) (N =119) 34 (28.6%) 78 (65.5%)
誰もが同じくらい(N =66) 16 (24.2%) 38 (57.6%) (N =65) 20 (30.8%) 36 (55.4%)
実績をあげた人ほど多く(N =238) 119 (50.0%) 98 (41.2%) (N =240) 104 (43.3%) 122 (50.8%)
努力した人ほど多く(N =327) 146 (44.6%) 138 (42.2%) (N =384) 152 (39.6%) 209 (54.4%)
必要としている人が必要なだけ(N =116) 61 (52.6%) 47 (40.5%) (N =99) 31 (31.3%) 60 (60.6%)
































① 性別：「男性」を 1，「女性」を 0 
② 年齢：調査時点の実年齢 
③ 居住地：「都市部」を 1，「郊外」「農村」「山村」「漁村」を 0 
④ 教育経験年数：最後に通った学校（中退含む）または現在在籍している学校をカテゴリで尋
ねているため，「中学校」を 9，「高校」を 12，「専門学校」と「短期大学・高等専門学校」を 14，
「大学」を 16，「大学院」を 18 として数値化した 
(1)高齢者との日常的な接触・交流 
⑤ 高齢者との日常的な接触・交流：それぞれ「該当」を 1，「非該当」を 0 
⑥ 同居の有無：「一緒に住んでいる方はいない」を 0，それ以外を 1 
(2) 家計・就労の状況 
⑦ 世帯収入：カテゴリで尋ねているため，各カテゴリの中央にあたる額を 100 万で除した値を
用いた。すなわち，「200 万円未満」を 1，「200 万円～400 万円未満」を 3，「400 万円～600 万円
未満」を 5，「600 万円～800 万円未満」を 7，「800 万円～1000 万円未満」を 9，「1000 万円～1200
万円未満」を 11，「1200 万円～1400 万円未満」を 13，「1400 万円～1600 万円未満」を 15，「1600
万円～1800 万円未満」を 17，「1800 万円～2000 万円未満」を 19，「2000 万円以上」を 21 と数値
化した 
⑧ 就労の有無と時間：「就労／非就労」と，「何時間働いているか」を平均値で 2 群化したもの
をあわせ，3 つのカテゴリを作成した――「就労していない（0 時間労働）」「39 時間未満労働」
「40 時間以上労働」である。 
（※2 つのダミー変数，基準カテゴリは「39 時間未満労働」） 
(3)地位や豊かさの分配に関する考え方 
⑨ 分配の理想：「実績をあげた人ほど多く」「努力した人ほど多く」「必要としている人が必要な








における「容認しない」も 0 に加え，0～5 で数値化した 
－ 8－
図表 10 「高齢者のほうが恵まれている」の背景要因 














































標準誤差 Exp(B) 標準誤差 Exp(B)
定数 -1.876 *** .537 .153 -1.338 ** .494 .262
① 性別ダミー .411 *** .118 1.509 .100 .110 1.105
② 年齢 -.007 .004 .993 -.022 *** .004 .978
③ 居住地ダミー .139 .105 1.149 -.026 .099 .975
④ 教育経験年数 .061 * .029 1.062 .059 * .027 1.060
⑤(a) 同居している家族にお年寄りがいる -.038 .156 .963 -.078 .158 .925
⑤(b) 普段からお年寄りと交流する機会がある .079 .142 1.082 -.086 .146 .918
⑥ 同居の有無 -.005 .155 .995 .334 * .147 1.396
⑦ 世帯収入 .013 .014 1.013 .027 * .014 1.028
⑧(a) 就労の有無と時間：就労していない(0時間) -.263 .138 .769 .023 .125 1.023
⑧(b) 就労の有無と時間：40時間以上労働 -.075 .129 .928 .179 .123 1.196
⑨(a) 分配の理想：実績をあげた人ほど多く .190 .206 1.209 .574 ** .184 1.775
⑨(b) 分配の理想：努力した人ほど多く -.039 .202 .961 .416 * .176 1.516
⑨(c) 分配の理想：必要としている人が必要なだけ .030 .231 1.030 .470 * .205 1.599
⑩(a) 「共生社会」という言葉の認知：意味も知っている -.207 .174 .813 -.010 .163 .990
⑩(b) 「共生社会」という言葉の認知：言葉を知らない .090 .111 1.094 .065 .102 1.067
⑪ 迷惑施設受入（社会全体にとって必要という点で）容認度 .064 .037 1.066 .001 .036 1.001
モデルの有意確率
Nagelkerke R2
***: p<.001,  **: p<.01,  *: p<.05
.044 .057




図表 11 高齢者の生活への要求（2010 年と 2014 年の比較） 
 












































2010年(N =2000) 1294 (64.7%) 706 (35.3%)





2010年(N =2000) 1013 (50.6%) 987 (49.4%)





































高齢者のほうが恵まれている(N =563) 243 (43.2%) 58 (10.3%) 172 (30.6%) 90 (16.0%)
若者のほうが恵まれている(N =105) 28 (26.7%) 16 (15.2%) 29 (27.6%) 32 (30.5%)
個人間格差のほうが大きい(N =1256) 415 (33.0%) 228 (18.2%) 365 (29.1%) 248 (19.7%)
世代間も個人間も格差ない(N =76) 18 (23.7%) 7 (9.2%) 24 (31.6%) 27 (35.5%)
高齢者のほうが恵まれている(N =764) 406 (53.1%) 63 (8.2%) 207 (27.1%) 88 (11.5%)
若者のほうが恵まれている(N =89) 29 (32.6%) 6 (6.7%) 30 (33.7%) 24 (27.0%)
個人間格差のほうが大きい(N =1060) 410 (38.7%) 131 (12.4%) 331 (31.2%) 188 (17.7%)




図表 13 高齢者の生活への要求：60 代以上（2010 年と 2014 年の比較） 
 
図表 14 税負担増でも力を入れる必要がある高齢者施策 





























2010年(N =379) 126 (33.2%) 81 (21.4%) 99 (26.1%) 73 (19.3%)
2014年(N =442) 202 (45.7%) 59 (13.3%) 112 (25.3%) 69 (15.6%)
医療 1102 (55.1%) 860 (43.0%) [78.0] 255 (45.3%) 277 (36.3%) [80.1]
在宅サービス 1117 (55.9%) 903 (45.2%) [80.8] 283 (50.3%) 289 (37.8%) [75.1]
リハビリテーション 598 (29.9%) 528 (26.4%) [88.3] 152 (27.0%) 163 (21.3%) [78.9]
相談体制 579 (29.0%) 437 (21.9%) [75.5] 127 (22.6%) 125 (16.4%) [72.6]
就業支援 302 (15.1%) 261 (13.1%) [86.4] 76 (13.5%) 81 (10.6%) [78.5]
スポーツ・文化活動の支援 157 (7.9%) 115 (5.8%) [73.2] 41 (7.3%) 29 (3.8%) [52.1]
点字・手話・字幕放送の提供 92 (4.6%) 70 (3.5%) [76.1] 19 (3.4%) 25 (3.3%) [97.1]
住宅の整備 573 (28.7%) 399 (20.0%) [69.6] 122 (21.7%) 119 (15.6%) [71.9]
交通機関・公共施設の整備 658 (32.9%) 485 (24.3%) [73.7] 155 (27.5%) 152 (19.9%) [72.4]
年金や手当 859 (43.0%) 654 (32.7%) [76.1] 167 (29.7%) 193 (25.3%) [85.2]
学校教育・広報活動 403 (20.2%) 331 (16.6%) [82.1] 90 (16.0%) 104 (13.6%) [85.0]
その他 41 (2.1%) 39 (2.0%) [95.1] 14 (2.5%) 14 (1.8%) [72.0]
◆回答数平均 3.24 2.54 [78.4] 2.67 2.06 [77.2]


















































































































図表 16 世代間格差認識 ×社会諦念意識・政治不信 
 










































































高齢者のほうが恵まれている(N =764) 532 (69.6%) 232 (30.4%) 641 (83.9%) 123 (16.1%)
若者のほうが恵まれている(N =89) 52 　(58.4%) 37 　(41.6%) 75 　(84.3%) 14 　(15.7%)
個人間格差のほうが大きい(N =1060) 716 (67.5%) 344 (32.5%) 921 (86.9%) 139 (13.1%)












































































Changes in the Consciousness of Intergenerational Disparities in Contemporary Japan: 




The purpose of this study is to clarify changes in the consciousness of intergenerational 
disparities and demand for the elderly, as well as factors in this regard. Social surveys regarding 
human coexistence conducted in 2010 and 2014 were analyzed. Regarding disparities, the surveys 
asked respondents to indicate the statement they agreed with most: (1) the elderly have more 
wealth than the young, (2) the young have more wealth than the elderly, (3) intra-generational 
disparities are larger than inter-generational disparities, or (4) there are no disparities. The main 
findings are as follows. 
First, from 2010 to 2014, the percentage of those who agreed with (1) increased from 28.2% to 
38.2%. By contrast, of the percentage of those who agreed with (3) decreased from 62.8% to 53.0%. 
Only a small percentage agreed with (2) and (4). These results suggest that Japanese people have 
become more conscious of intergenerational disparities. 
Second, particular groups are much more conscious of intergenerational disparities: young 
people, middle- and high-income people, people out of work, people who think distribution should be 
based on merit, and women. In addition, consciousness of intergenerational disparities and having 
experience interacting with the elderly were unrelated. 
Third, people who are conscious of intergenerational disparities believe that the elderly must 
engage in self-help efforts and contribute to society and do not believe that policies for the elderly 
that support sporting and cultural activities are necessary. These beliefs became more pronounced. 
Fourth, people who are conscious of intergenerational disparities distrust the government and 
feel helpless with regard to social change. 
 
